
新生シリコンアイランド九州の実現に向けた 

インフラ整備の推進に関する要望書 
 
ＴＳＭＣの進出をはじめとした九州地域で相次ぐ大規模投資は、半導体関

連産業の更なる集積・設備投資の拡大や雇用の創出等、様々な経済波及効果
が期待される 100 年に一度のビッグチャンスである。 
その効果を最大化するため、九州地域戦略会議では、産官学金で共有する

基本方針として、令和６年６月に「新生シリコンアイランド九州グランドデ
ザイン」を策定し、産業集積を進めながら、“半導体の生産と応用”及び“
トップ人材をはじめとする人材の輩出”をリードし続ける拠点（イノベーシ
ョン・マルチハブ）の整備を目指し、オール九州で取組みを進めている。 

政府においても、我が国経済の更なる成長を実現するため、「AI・半導体」
を戦略分野の筆頭に位置付け、官民連携による投資促進に向けた総合的な支
援策を講じるとしている。 
また、地域の特性に応じた強い地域経済を構築するため、「地域未来戦略」

により大胆な投資促進策とインフラ整備の一体的推進を図るべく、戦略産業
クラスター計画の策定が進められている。 
先般取りまとめられた「九州地域未来戦略（素案）」では、九州地域の産

業の特徴やポテンシャルを踏まえた戦略産業クラスターの１つとして、「強
い経済を戦略物資と情報インフラで支える『新生シリコンアイランド九州』」
が位置付けられた。 

九州では、この機を捉え、日本成長戦略や地域未来戦略と軌を一にし、官
民一体となって半導体需要の拡大を確実に取り込み、九州地域ひいては日本
全体の発展につなげるべく、取組みを加速させているところである。 
こうした取組みを着実に推進し、「新生シリコンアイランド九州」を実現

するためには、産業集積の基盤となる拠点と関連インフラの一体的整備が必
要不可欠であり、下記の事項について適切に対応するよう求める。 

記 

１  「新生シリコンアイランド九州グランドデザイン」に掲げた企業の研

究開発や生産機能、大学等が集積する拠点 （イノベーション・マルチハ

ブ）の整備に対する財政的支援を行うこと。 

２  海外との人流・物流の航空ネットワークの要となる空港と半導体関連

産業集積地域等を結ぶアクセスの強化及び当該地域における企業活動の

円滑化を図るための鉄道整備に対して財政的支援を行うこと。 

３  九州域内外の人流・物流を支える安全・円滑な道路ネットワークの構

築を加速させるため、特段の予算を確保し、道路の早期整備を行うこと。 

４  国内外の半導体関連企業等が進出する際の受け皿となる工業団地や工

業用水等の関連インフラの整備を行う自治体に対し、継続した財政的支

援を行うこと。 

 
令和８年 月 日 
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視点①：生産と応用の密接な連携
⚫ 新たな付加価値を生み出すとともに社会課題を解決し、持続的な経済成長を実現するためには、デジタル技術を活用した新たな製品・サー

ビスの創出が必要で、ユーザーニーズを踏まえた取組を行っていくことが重要。
⚫ デジタル基盤の構築に当たっては、ユーザーニーズを踏まえた半導体等の開発が必要で、半導体の需要（応用）側と供給（生産）側が密接に連

携して取り組むことが重要。
⚫ 国内にデジタル産業の需要を生み出すことが、供給側である半導体等の生産基盤の強靱化にも繋がる

視点②：生産と応用の密接な連携に不可欠な大学/研究機関
⚫ 半導体の生産と応用が密接に連携し、製品・サービスの付加価値や設計・製造技術を向上させるためには、人材の確保はもとより、企画/利用、

設計、製造のサプライチェーンにおけるイノベーションが必要不可欠。
⚫ そのためには、大学や研究機関の高度集積やサプライチェーンと大学・研究機関との密接な連携が欠かせない。また、大学や研究機関の集積が

企業立地の呼び水となる。

視点③：諸外国・地域から学ぶ
⚫ 台湾・新竹サイエンスパークをはじめとした半導体・デジタル産業の先進地となっている諸外国・地域をベンチマークし、まちづくり等を含め、

その取組みを参考とする。

視点④：時代の潮流への対応 ～DX・GXの推進のための半導体応用企業の巻き込み
⚫ DX、GXの推進に向けた「モノづくり（≒製品）」と「コトづくり（≒サービス）」を実現できる半導体応用企業を巻き込むことが重要。
⚫ そのために、九州はそれらの企業に訴求できる魅力・機能の具備が必要。

視点⑤：九州のポテンシャルを活かす
⚫ 半導体関連産業への旺盛な投資状況や産業集積上の強みを活かすことが重要。

１．グランドデザインの位置付けと策定にあたっての基本的な考え方

半導体製造拠点を立ち上げるだけでなく、将来にわたって九州が世界の産業サプライチェーンの中核を担い続
ける「新生シリコンアイランド九州」を実現するために産官学金で共有される基本方針

グランドデザインの位置付け

グランドデザイン策定にあたっての視点

ビジョン「新生シリコンアイランド九州2040」

２．目指す姿＝ビジョン「新生シリコンアイランド九州2040」

世界有数の半導体ビジネスエコシステムを擁し、国内外との協業により、
“半導体の生産と応用”および“トップ人材をはじめとする人材の輩出”を

リードし続ける「イノベーション・マルチハブ」

１．世界有数の半導体ビジネスエコシステムを擁するイノベーション・マルチハブ
九州に集積した多様な半導体ユーザー企業・設計企業・製造企業が、国内および台湾をはじめとした諸外国・地域の企業・大学・研究機関と密
接に連携してビジネスモデルを創出し、サプライチェーンを構築し、 「設計・製造技術」、「最終製品・サービスの付加価値」が九州発でスパイラル
アップし続けている。国・自治体・インフラ事業者・金融界は、それを強力に支援している。

２．“半導体の生産と応用”をリードし続けるイノベーション・マルチハブ
日本の経済安全保障の一翼を担う「半導体の安定供給基地」にとどまらず、半導体を応用した「モノづくり（≒製品）」と「コトづくり（≒サービ
ス）」によるDX・GXが進展し、新たな価値創出と社会課題解決の先進地となっている。

３． “トップ人材をはじめとする人材の輩出”をリードし続けるイノベーション・マルチハブ
産学が融合する最先端のセミコン拠点として、技術・技能系人材を育成・輩出するとともに、グローバルに人材や資金を引き付け、起業やスキ
ルアップを促し、新たなチャレンジを通じて需給双方のトップ人材を輩出し続けるイノベーション拠点となっている。

※「イノベーション・マルチハブ」について
⚫ 農業等他産業や都市機能とのバランスを考慮しつつ、九州全体で「産業競争力の源泉エリア」となるべく、国内外の多様な企業、大学・研究
機関などのあらゆるセクターがつながり、ビジネスエコシステムを構築し、半導体の生産・応用の密接な連携とイノベーション、人材の育成・
輩出を推進

⚫ そのために、地域の産業集積等を勘案しながら、ビジネスエコシステムの中核となる企業のR&D拠点や製造拠点、大学・研究機関が集積す
る産学連携拠点を多極的に整備し、各拠点は戦略的に連携

✓ デバイス応用企業
✓ 設計企業
✓ デバイス生産工場
✓ 大学
✓ 研究機関・試作ライン
✓ エネルギー管理・供給施設
✓ 共同物流施設 etc.



３．ビジョン実現に向けた課題および課題解決の方向性 ４．今後の取組みについて

1-1 ビジネスエコシステム
構築のための具体的取組み
の立案
半導体ビジネスエコシステ
ム構築推進のための具体的
取組みの立案

1-2 ビジネスエコシステム
中核拠点の整備
エコシステムの中心となる
拠点を多極的に整備

1-3 オープンイノベーショ
ンの仕組みづくり
既存のMOU等を活用した
専門家・インストラクター陣
の指導に基づくオープンイ
ノベーションの仕組みづくり

2-1 用地確保等
工業用地確保、土地利用規
制の緩和、工業用排水イン
フラ等の整備

2-2 交通インフラ整備
交通インフラの整備等（広域
道路網、新幹線、空港・港湾
の路線・便数拡充と運用時
間延長）

2-3 後工程確立
OSATやミドルエンド工程
の拠点化等による後工程の
充実

3-1 ビジネスモデルの創出
世界市場志向のビジネスモ
デルの創出

3-2 重点応用分野の研究
開発機能の強化
重点応用分野（自動車、ロ
ボット、ライフサイエンス、農
業等）のキーストーン企業の
R&D拠点の強化・誘致

3-3 新しい重点応用分野
の創出
ソフトウェア・エレクトロニク
ス産業の強化・誘致

1-8 情報発信強化
情報発信（学会招致、HP、
教育現場、セミナー、半導体
expo）

1 ビジネスエコシステム
半導体ビジネスエコシステ
ム構築の推進

1-4 産学連携共同研究開
発促進
共同研究（応用企業ニーズ充

足、AIチップ設計、３DIC、

チップレット等）、知的財産マネ

ジメント強化

2-8 サプライチェーン強化
部素材国内調達率の向上、
多品種少量・変種変量生産
のSCM構築、共同倉庫・共
同輸送を含めた物流ソ
リューションの提供

2 半導体生産
ユーザー企業のニーズを満
たす半導体製造関連企業の
誘致・支援

2-4 設計企業誘致等
設計企業の誘致、設計ベン
チャー企業の育成

3-8 具体的応用策創出
最先端データセンターの建
設、Beyond5G・AI・量
子・ソフトウェア技術の応
用・展開促進

3 半導体応用
社会のニーズを満たす半導
体ユーザー企業の誘致・支
援

3-4 新 規事 業・ スタ ート
アップ創出・支援
新規事業・スタートアップ創
出・支援（インキュベーター、
アクセラレーター、エクイ
ティ、マッチング、知財管理
…）

1-7 TLO強化
TLO（技術移転機関）の機
能強化・共同化

1-6 新規事業・スタートアッ
プ創出・支援
新規事業・スタートアップ創
出・支援（インキュベーター、
アクセラレーター、エクイ
ティ、マッチング、知財管理
…）

1-5 マッチング強化
域内企業のマッチング（大
学・研究機関、商社媒介、商
談会など）

2-7 資源確保
水資源の確保、エネルギー
の確保（安定供給、原子力
の最大限活用、再生可能エ
ネルギー開発）

2-6 既存企業による 生産
機能の拡充・強化
既存企業の設備・機能増強
（大規模投資可能な規模へ
の再編・連携含む）

2-5 重点生産分野の研究
開発機能の強化
重点生産分野（ロジック、ア
ナログ、センサー、パワー、
パッケージ、部素材、製造装
置）のキーストーン企業の
R&D拠点の強化・誘致

3-7 研究・開発環境整備
半導体設計・開発ツールの
共用化推進（IPライブラリ・
PDK・EDA等）、研究開発
支援

3-6 実証支援
プロトタイプ実証フィールド
の提供

3-5 試作環境の整備
製造企業が提供するシャト
ル試作の活用、 ビジネスエ
コシステム中核拠点が提供
する試作ラインの活用

8-1 ビジネスエコシステム
中核拠点の整備・運営
ビジネスエコシステム中核
拠点整備・運営のための省
庁横断の法制定

8-2 ワンストップサービス
ビジネスエコシステム中核
拠点所在自治体の特区指定
による行政手続のワンス
トップサービス

8-3 進出に係る規制緩和
特区指定による工場進出・
起業に関する規制緩和

1 ビジネスエコシステム
半導体ビジネスエコシステ
ム構築の推進

2 半導体生産
ユーザー企業のニーズを満
たす半導体製造関連企業の
誘致・支援

3 半導体応用
社会のニーズを満たす半導
体ユーザー企業の誘致・支
援

4-1 人材確保
国内外からの人材確保、ス
ター研究者の招聘、スター研
究者招聘のための研究環
境・報酬の確保

4-2 大学間役割分担
九州の大学間連携による教
育・研究の役割分担（リソー
スの選択と集中）

4-3 高度研究機関誘致等
高度研究機関の誘致、研究
機能の充実（半導体関連、
デジタル・エレクトロニクス
関連、バイオ、…）

8-8 金融支援
半導体関連産業およびスター

トアップに対する協調融資（半

導体関連企業に対するリスク

テイク、金融機関連携によるリ

スクシェア）、安定的な資金供

給のための目利き力向上

8 公的支援・金融支援確保
ビジョン実現に必要な法制
度・資金調達網の整備

8-4 補助金・税制面での支
援
補助金交付・税負担軽減（保
税特区による免税等、設備
投資＆研究開発支援）、補
助金メニューの充実

8 公的支援・金融支援確保
ビジョン実現に必要な法制
度・資金調達網の整備

世界有数の半導体ビジネス
エコシステムを擁し、国内外
との協業により、“半導体の
生産と応用”および“トップ
層をはじめとする人材の輩
出”をリードし続ける「イノ
ベーション・マルチハブ」

4 人材育成の仕組み
トップ人材をはじめとして
継続的に人材を輩出する仕
組みの構築

4-8 域内外大学等との連
携
九州をはじめとする国内外
の大学・高専等との教育・研
究の連携

4 人材育成の仕組み
トップ人材をはじめとして
継続的に人材を輩出する仕
組みの構築

4-4 産学連携
民間企業から大学への教
育・研究プログラムの提供、
インターンシップ、民間企業
研究テーマの単位認定、研
究費支援

8-7 金融・投資
エクイティファイナンスの
ファンド設立、半導体スター
トアップ企業に対する資金
繰り支援・ハンズオン支援、
安定的な資金供給のための
目利き力向上

8-6 外国人材
スムーズなビザ発行、外国
人材の配偶者の就労ビザ発
行、多言語対応等の外国人
材サポート

8-5 実証のための規制緩
和
特区指定によるプロトタイ
プ実証フィールド実現のた
めの規制緩和

7 地域連携・国際連携
九州域内を中心とした国内
および既存のMOU等を活
用した諸外国・地域との交
流・連携

6 選ばれるまちづくり
環境と調和した安全便利で
豊かな住み良さの追求

5 研究開発
半導体生産・応用分野の研
究・開発の仕組み構築

4-7 先進地留学促進
諸外国・地域の先進大学へ
の留学促進・支援

4-6 半導体生産・応用分野
の研究者・技術者増
工学系博士課程大学院生へ
の経済的支援、研究者・技
術者の待遇向上

4-5 分野融合研究
分野融合型・総合型研究開
発を実施する大学院機能

7-1 地場企業（素材、装置、
装置部品等 ） の サ プ ライ
チェーン参入支援
台湾をはじめとする海外企業

や国内企業と地場企業の共同

研究・協業（JV等）をとおした

サプライチェーン参入促進

7-2 諸外国・地域からの企
業進出支援
台湾をはじめとする諸外
国・地域の企業の九州進出
支援

7-3 在外企業・人材との連
携
在外日本企業・人材団体の
組成、団体と連携した戦略
的技術移転

6-1 環境負荷の低減
全ての部門における脱炭素化

の取組み (再生可能エネル

ギー利用拡大、省エネ・電化の

推進、蓄電池・EV導入による

需給調整支援)、水資源の保

護、サーキュラーエコノミー

6-2 官民各種サ ービ スの
デジタル化
官民各種サービスのデジタ
ル化、それに必要な官民の
サイバーセキュリティ向上、
ネットワーク増強（量・速度）

6-3 官民各種サ ービ スの
ユニバーサル化
多言語対応・多文化共生施
策・国際金融サービス（法
人・個人双方向け）等の外国
人材対応、ユニバーサルデ
ザインの普及等

5-1 高度研究機関誘致等
半導体に関する高度研究機
関の誘致（ITRI等海外の研
究機関含む）、第三者検査
機関等の誘致、研究機能の
充実

5-2 スター人材招聘
半導体スター研究者の招聘

5-3 研究・開発環境整備
半導体設計・開発ツールの
共用化推進（IPライブラリ・
PDK・EDA等）、研究開発
支援

7-8 技術開発連携
大学やLSTC等研究機関と
の連携

7 地域連携・国際連携
九州域内を中心とした国内
および既存のMOU等を活
用した諸外国・地域との交
流・連携

7-4 大学・研究機関連携
既存のMOU等を活用した
海外の大学・研究機関との
提携

6-8 移住促進・外国人材積
極サポート施策
移住促進策（リスキリング支

援、住居整備、転職支援、…）、

ユニバーサル化から踏み込ん

だ外国人材を積極的にサポー

トする施策の展開

6 選ばれるまちづくり
環境と調和した安全便利で
豊かな住み良さの追求

6-４ 交通サービ ス高機能
化
PTPS（公共車両優先シス
テ ム ） や EV 自 動 運 転 ・
eVTOL実装等による公共
交通機能の高度化

5-8 次世代技術の研究
大学やLSTC等研究機関と
連携した次世代技術の研
究・開発

5 研究開発
半導体生産・応用分野の研
究・開発の仕組み構築

5-4 研究資金確保
大学、高専、企業での半導
体関連研究・開発費の確保・
支援

7-7 教育連携
初等教育からの半導体・デ
ジタル教育、教員・保護者へ
の啓発、STEAM教育

7-6 金融・投資
九州の地銀連携、海外の金
融・投資家との連携による
支援、サステナブルファイナ
ンスの啓発・推進

7-5 中央要望
ビジョン実現に係る中央省
庁への要望

6-7 基礎自治体広域連携
によるエリアデザインの策
定
広域連携によるエリアデザイ

ンに基づく、住居・商業・農業

等の都市機能・産業機能の最

適化と住み良さの向上

6-6 防災レジリエンス強化
デジタルを活用した防災・
減災機能の強化、国土強靱
化対策等による安全安心な
まちの実現

6-5 教育サ ービ ス高機能
化
インターナショナルスクール
整備、STEAM教育・多言語
教育などの高度教育プログ
ラムを幼年期から提供する
革新的学校の創設

5-7 域外連携
半導体先端地域との連携推
進

5-6 基礎研究推進
基礎研究推進（物理・化学な
ど）

5-5 シーズ技術の事業化
大学発半導体開発技術の実
用・量産化推進の仕組みづ
くり

⚫ 今後、九州の産官学金は、本グランドデザインに沿って、
優先的・重点的に取組むべき課題を選定し、具体的取
組みを相互に連携して戦略的に立案し、計画的に取組
むことが重要である。

⚫ なお、九州地域戦略会議が、九州半導体人材育成等コ
ンソーシアムが取組む人材育成・確保やサプライチェー
ン強靭化等に関する課題に取組む場合は、同コンソー
シアムに対する貢献や相互補完という視点から、密接
に連携して取組みを推進する。

今後の取組みについて

九州の産官学金各界が、本グランドデザインに沿った取組
みを推進していくうえで必要な情報共有、意見交換、連携
検討等を相互に行う場として「情報連絡会」を設置する。

⚫設置形態 ： 九州地域戦略会議規約第11条に基づく組織
として設置

⚫構成団体 ： 九州地方知事会9県、九州経済産業局、
国公私立大学、
SIIQ、九商連、九経調、九経連

 ※必要に応じ、都度、その他企業・団体等に参加いただく

⚫取扱事項 ： ①各界の取組みについての情報共有、意見
 交換
②各界の相互連携についての検討 など

⚫設置時期 ： ２０２４年７月

新生シリコンアイランド九州情報連絡会の設置

※課題整理マップの中央にビジョンを配置し、その周囲にビジョン実現に向けた課題を整理。各課題の周囲に課題解決の方向性を整理。





Q-Bass
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